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はじめに
「戦略的安定（strategic stability）」は、冷戦期に発展した、核兵器による抑
止をめぐる理論の中でも、最も中核的な概念の1つであろう。対立する国家間
で、いずれの側も危機のさなかに核の第一撃に訴える誘因を持たず、かつ核
戦力増強の誘因も抑えられている状況を指すこの概念は 1、冷戦中期以降、米
ソが核軍備管理・軍縮交渉を進める中で、追求されるべき米ソ間の核抑止関
係の望ましい状況と位置付けられた 2。戦略的安定と、それが立脚する具体的
現実としての相互脆弱性（mutual vulnerability）は、特定の戦略的状況や兵
器体系、あるいは戦略の善し悪しを測る尺度にもなり、冷戦後の米露間の核
抑止の文脈でも、繰り返し参照されてきた 3。
また、戦略的安定の概念が用いられる文脈は、今日では米露間にとどまら
ない。米国の同盟国である英仏はもちろん、米露間の軍備管理への参加を拒
んできた中国や、核政策に関して米ソの轍は踏まないと主張するインド・パ
キスタン、直近では北朝鮮さえもが、戦略的安定の語を用いる 4。ここでも戦略
的安定は、望ましい戦略的状況としてのニュアンスで参照されている。この
概念が今日、「核兵器がグローバルな平和と安全保障に及ぼす影響に関する、
共通の参照枠組み」とも形容されるのは 5、こうした状況に鑑みたものである。
他方、かつて1950年代末から1960年代にかけて、戦略的安定の概念の形

成に主導的役割を果たしたシェリングは、2013年に刊行された戦略的安定の
理論的再検討を主眼とする共著書の序文において、興味深い問いを提起して
いる。シェリングがここで投げかけたのは、戦略的安定とは果たして、常に
望ましいものなのかという問いであった 6。
戦略的安定は、多義的な形で用いられがちな概念であり、この問いの答えは、

いかなる定義を念頭に置くのかによっても異なる。とはいえ、核保有国間の
対立関係全体の安定に対して、相互脆弱性に基づく戦略的安定がもたらす負
の影響があり得ることは、長らく論じられてきた点である 7。特に、核保有国間
対立の紛争のスペクトラムのうち、核レベルの抑止関係における戦略的安定が、
核未満（sub-nuclear）のレベル、つまり通常戦争以下のレベルにどのような

影響を与えるのかという問題意識は、常々存在してきた 8。戦略的安定の達成
による核レベルの安定化が通常戦争以下のレベルを不安定化させるとする、「安
定－不安定のパラドックス（stability-instability paradox）」の議論は、その典
型である 9。
近年、国際政治上の核抑止の存在感が再び増す中で、戦略的安定に関しても、

多岐にわたる論点が浮上している。ただ、そうした論点の中でも、戦略的安
定がもたらし得る負の影響の問題は、間違いなく重要な位置付けにある。米
国を含む北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization: NATO）と
ロシア、米国と中国、米国・韓国と北朝鮮、インドとパキスタンといったよう
に、今日の核保有国間対立においては広く、安定－不安定のパラドックスが
生じている、あるいは今後生じ得るとの指摘がなされてきた 10。さらに、ウク
ライナ戦争でのロシアの核使用への懸念に象徴されるように、パラドックス
に沿った核未満のレベルでの事象を端緒としたエスカレーションの先で核兵
器が使用される可能性が、議論の的になっているのである。
しかしながら、以上のような議論の状況にもかかわらず、前述の「戦略的
安定とは常に望ましいものなのか」という問いに対し、我々は依然、明確な
答えを持たない状況にある。それはひとえに、今日の文脈で、核保有国間の
対立関係全体の安定に戦略的安定がもたらす負の影響に関して、一般的に予
期され得ることが何なのかが、十分に理論化されていないことに由来する。
現存する個別の対立の事例において、戦略的安定がもたらす負の影響に関

する議論が積み重ねられる一方で、この点について、個々の事例を超えた妥
当性を持つ一般的なモデルを作る試みは、極めて不十分なものにとどまって
きた。とりわけ大きな問題が、2つ指摘できよう。第1に、そうした負の影響
の主要なものとされる安定－不安定のパラドックスの概念に関しては、これ
だけ広く言及されるようになったにもかかわらず、明確かつ統一的な定義の
不在が指摘され続けてきた 11。特に、パラドックスという現象の帰結や作用メ
カニズムに関して、この問題は顕著である。
第2に、核未満のレベルでのパラドックスの発現またはその懸念にトリガー

される形で、核使用のリスク増大につながるような措置を取る動きが、個々
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の核保有国間対立の事例において注目を集めている。その中には直接的に、
核レベルでの戦略的安定に悪影響を及ぼし得るものも含まれ、核保有国間の
対立関係全体の安定の観点からは重大な問題といえる。だが、そうした動き
のうちどこまでが、個々の事例を超えて一般的に予期され得るパターンなの
かを特定しようとする試みは、乏しいものであってきた。
以上の点を踏まえ、本章の議論は、今日の文脈において、核保有国間の対
立関係の総体的な安定に戦略的安定が及ぼす、負の影響に関する問題関心か
ら出発する。そのうえで具体的な問いとして、相互脆弱性に基づく戦略的安
定が、対立の核未満のレベルの状況にいかなる影響を及ぼすのか、さらにそ
の帰結が、翻って核レベルの抑止関係にどのような含意をもたらすのかとい
うものを位置付け、これらについて、今日の核保有国間対立の文脈で広く妥
当性を持ち得るモデルを提示することを試みる。こうしたモデルは、すでに
戦略的安定が確保された状態にある対立関係の分析はもちろん、今後そうし
た状態に至るであろう関係や、将来新たに出現する核保有国と敵対国の関係
の帰趨を占ううえでも、有用である。
そうしたモデルの導出を試みるとき、まず想起される手法は、今日存在す

る核保有国間対立の事例を広く検討し、一般化可能なパターンを帰納的に抽
出するものであろう。だが、現存する対立関係の事例は、一見してその様相
にばらつきが大きい上に、事例の絶対数が限られている。そのため、そのう
ち少数の事例の例外的な要素に引きずられることを回避しながら、将来の潜
在的な事例まで含めて適用可能な普遍的要素を帰納的に特定することには、
一定の難しさがある。
それゆえ本章は、これらの問いに関する冷戦期の理論的蓄積をベースに、
冷戦期とは異なる今日の文脈を勘案することで、戦略的安定と核未満のレベ
ルの状況との相互作用を演繹的に検討する。核抑止分野での冷戦期の理論や
概念は一般に、今日の議論において、十分な検討を経ることなく安易に援用
されるか、逆に冷戦後の世界に全く妥当しないものとして排除されるかの両
極端になりがちだといわれてきた 12。そうしたスタンスは、どちらも一定の問
題をはらむ。冷戦期の二極構造の世界と今日の大国間関係では、確かに大き

な状況の相違があるが、冷戦期に構築されたこの分野における既存の知見の
相当部分は演繹的な形で発展したもので、その論理は事例中立的である。と
はいえ、理論の前提の部分で、冷戦期に固有の理解が入り込んでいる面はあ
ろうし、また冷戦期には適用対象が事実上米ソのみであったために、これら
の理論の下で生じる帰結に関して、米ソの条件を基にしたイメージがそのま
ま今日に引き継がれている面もある。これらを是正し、上述の問いに関する
既存の理論的知見の今日的妥当性を向上させるのが、本章の狙いである。
もちろん、こうしたアプローチをもって本章が提示できる、今日の文脈で
の戦略的安定の負の影響に関するモデルは、理論的な仮説にとどまる。それ
がどこまで今日の核保有国間対立一般に妥当するかは、最終的には、個々のケー
スを基にした実証研究によって検討される必要がある。本章は、この問いに
関する今日の理論的な議論の不足に鑑み、そうした実証研究の基盤となり得
る理論仮説の提示を焦点とするもの、ということになる。
以下、本章の議論は次のように展開する。まず次節では、今日の文脈での
議論を行ううえでの参照点として、戦略的安定および安定－不安定のパラドッ
クスについての冷戦期の議論を概観する。そのうえで、今日の文脈での議論
に入る。第2節では、相互脆弱性に基づく戦略的安定が核未満のレベルに及
ぼす影響に焦点を当て、今日の文脈での安定－不安定のパラドックスの在り
方を検討する。続いて第3節では、パラドックスが生起する場合に予想される、
核未満のレベルから核レベルの抑止関係への負の影響を論じる。モデルの導
出はここまでであるが、最後に第4節で、再び焦点を安定－不安定のパラドッ
クスに戻し、パラドックスの作用の限界および抑制の可能性と、敵対国に対
して通常戦力で優位の現状打破国が存在する構図でのパラドックスの作用を
検討する。
前掲の問いに対し、本章は以下の主張を提起する。今日の核保有国間対立

においては、相互脆弱性に基づく戦略的安定が、通常戦力で劣位の現状打破
国による現状変更行動の余地を拡大させる、安定－不安定のパラドックスが
生じ得る。そうしたパラドックスの発生は、対立の両当事国を、核使用のリ
スク増大を含意する、多様な限定的軍事力行使のオプション追求や、直接的



2 52 4 第1章　戦略的安定の理論的再検討

に戦略的安定に悪影響を及ぼすような措置へと向かわせる誘因となる。これ
らの点に鑑みれば、今日の核保有国間対立においては、相互脆弱性に基づく
戦略的安定が、対立関係の総体的な安定に一定の負の影響をもたらすものと
見ることができる。

1. 冷戦期における議論
（1）戦略的安定の概念的発展
戦略的安定が、核保有国間の対立の核未満のレベルの状況にいかなる影響

を及ぼすのかを検討するうえでは、前提として、戦略的安定の成立によって
達成されるものが何であるのかを踏まえておく必要がある。戦略的安定の概
念は、1950～1960年代初頭にかけて米国で形成されたものである13。その後冷
戦期後半には、米ソ両政府の間で、これを望ましい抑止関係の状態とする共
通理解が徐々に形成されていった。
戦略的安定は、常々定義のばらつきが指摘されてきた概念であり、特に冷
戦終結以降、その定義は拡散傾向にあるといわれる14。だが、冷戦期の議論の
中で広く受け入れられ、今日まで核抑止論や軍備管理の専門家の間で概ね共
有されているのは、これを「危機の安定（crisis stability）」と「軍拡競争に係
る安定（arms-race stability）」という2つの下位要素が達成された状態とする
見方である15。これら2つのうち、比重が大きかったのは前者であり16、かつさ
らに突き詰めれば、危機の安定のサブセットとしての「第一撃に係る安定
（�rst-strike stability）」こそが、戦略的安定の中核的な位置を占めていた 17。
冷戦期のランド研究所の報告書は、第一撃に係る安定を、「双方の戦略［核］
戦力の脆弱性に鑑みたうえで、いずれの側の指導者も、危機のさなかに、戦
力の態勢に照らして先制攻撃を仕掛ける圧力を相手側が受けていると認識す
ることがない」状態と定義している18。この安定により防止されるのは、どち
らか一方が、相手の第一撃を被って不利な立場に置かれることへの恐怖から
先制核攻撃に踏み切ることである19。そして同報告書は、この概念を拡張した
ものが危機の安定だとする。すなわち、第一撃に係る安定では、相手国の第

一撃を避けるための先制核攻撃の誘因が、双方の核戦力の性質・状態のみに
規定されるのに対し、危機の安定においては、そうした先制攻撃の誘因の不
在が、核戦力の性質・状態に加えて「感情や不確実性、誤算、誤認」といっ
た要因も勘案した形で判断される 20。一方、戦略的安定のもう1つの柱として
の軍拡競争に係る安定は、危機の安定を補完するものと位置付けられ、対立
する双方の戦力構築の方向性が、戦略的な優位を追求するものではないがた
めに、「高コストかつ潜在的に危険な軍拡競争のスパイラルが避けられる」状
態と理解された 21。
実際のところ、これら下位要素の定義についても、議論は収斂していたと

は言い難い。ただ、ここで留意されるべきは、こうした形で構想された冷戦
期の戦略的安定が、核保有国間対立において想定され得るさまざまな核戦争
への道程のうち、極めて限られたものの抑制のみを焦点とした議論であった
点であろう。それはすなわち、軍事的緊張が高まった際に、一方の国が、核
戦争は避けられないと思い込み、相手国の第一撃を受けて自国が被る損害を
低減すべく、逆に拙速な形で大規模な先制核攻撃へと踏み切るリスクを減じ
ることであった 22。シェリングは1950年代末、先制されることへの恐怖が「い
ずれかの側が奇襲をもって全面戦争を開始するうえでの有力な―恐らくは
主要な―誘因である時代を、我々は生きている」と述べている 23。
戦略的安定の概念が、この種の拙速な先制核攻撃の防止を焦点として発展

した背景には、その発展が、冷戦期前半にとりわけ強く意識された、奇襲攻
撃への恐怖に媒介されたことが関係している 24。核独占が崩れた1950年代の米
国では、対ソ核攻撃の要となる戦略空軍がソ連の奇襲攻撃に脆弱であること
への不安が募っていった。これはより非脆弱な戦略核戦力を希求する動きへ
とつながったが、それには多大な時間とコストを要すると考えられたため、当
座の解決策として採用されたのが、ソ連の攻撃準備の兆候があり次第、先制
攻撃に訴えることであった。これに対してソ連側も、自身の核戦力の脆弱性と、
それにつけ込む形で米国が奇襲核攻撃に訴える可能性を強く意識し、1960年
代にかけて、大規模な先制核攻撃を念頭に置くドクトリンを発展させた 25。
しかし、双方が相手の奇襲攻撃を警戒し、兆候があり次第それに先制しよ
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うとする構図は、極めて危険なものであり、
米ソはやがて、奇襲のリスクを低減するため
の施策の協議などに向かった。それ自体の成
果は乏しかったが、そうした中で米国の戦略
家らの間に、米国だけでなく米ソ双方が、相
手が奇襲を準備しているかもしれないとの恐
怖から解放されることが重要である、との認
識が生まれていく。これが戦略的安定へと結
実した。
前述の定義が示すように、戦略的安定それ

自体は、双方の核戦略・戦力の面で特定の具
体的な状況を前提としない、抽象的なテーゼ
である。だが、冷戦期の議論において、戦略的安定の基盤となる具体的な抑
止関係の状況として、相互脆弱性あるいは相互確証破壊（mutual assured 

destruction: MAD）が位置付けられた 26。この文脈での脆弱性とは、核戦力で
はなく社会・国家の脆弱性であり、相互脆弱性が確保された状態とは、対立
するいずれの側も、核の第一撃によって相手の核戦力を十分に破壊できず、
相手からの報復核攻撃で国家として壊滅的な損害を被ることが確実な状態を
指す。これが担保される限り、先行して核攻撃に訴えることの合理性は失われ、
いずれの側も奇襲核攻撃を仕掛けることはできず、それゆえ双方ともに、相
手の第一撃への不安に駆られて拙速な先制攻撃に踏み切る必要はない 27。この
論理が支持されたことで、戦略的安定の追求は、相互脆弱性の要件、すなわ
ち敵対国の第一撃を受けた後でも壊滅的な報復攻撃を行い得る第二撃能力を
双方が保有した状態を確保することに具現化された。
冷戦期中盤以降に米ソが追求した軍備管理の試みは、そうした相互脆弱性

に立脚した戦略的安定の「制度化」を図ったものといえる 28。そこでは、相互
脆弱性の確保が、核攻撃の様態とそれに用いられる兵器に関して、望ましい
ものを判断する基準になった。敵対国の人口・経済中枢を標的とした対価値
（countervalue）打撃は相互脆弱性に沿うもので、対価値打撃にしか用い得な

い兵器体系、例えば長射程の弾道ミサイルでも命中精度が高くないものは、
安定に資するとされた。逆に、敵の戦略核戦力を破壊する対兵力（counterforce）
打撃や、戦略核攻撃に対する迎撃は、相互脆弱性を危うくするもので、多弾
頭独立目標再突入体（multiple independently targetable reentry vehicle: MIRV）
や戦略迎撃システムは、この観点で不安定化を招くものととらえられた 29。

（2）安定－不安定のパラドックス
以上のような形で発展した戦略的安定の概念は、第一撃に係る安定の確保

が主眼にあり、米ソ間で想定され得るあらゆる核戦争シナリオの抑制が念頭
にあったわけではないし、まして戦争全般が生起し得る道程が遮断された状
態を描くものでもなかった。そうした戦略的安定の限界については、ウォル
ステッターらによる冷戦末期の論考が簡潔に指摘している。この論考が問題
として提起したのは、当時の戦略的安定に係る理解の前提には、戦争は相手
が先制攻撃に踏み切ろうとしているとの誤認に基づいてのみ始まるという認
識があること、かつこれが、米ソ2国間の戦略的関係しか考慮しない論理で
あり、西欧のNATO同盟国を標的としたソ連の侵略、特に非核の手段による
現状変更を、NATO側が抑止するのを困難にしてしまうことであった 30。
戦略的安定の成立が核未満のレベルに及ぼす負の影響として、今日盛んに

援用される安定－不安定のパラドックスは、元はこの文脈で提起されたもの
であった。パラドックスの概念に関して最も広く参照されるのは、スナイダー
の1965年の論文における記述である。スナイダーは、米ソ間の紛争構造の核
レベル（「恐怖の均衡」）と通常戦争レベル（「力の均衡」）の相互作用に関して、
前者が安定的になるほどに、「暴力のより低いレベルにおいて、全体的な均衡
の安定が損なわれる」とし、「両者がともに『完全な第一撃能力』を持たず、
互いにそれを知っているとき、戦略的な均衡が不安定である場合よりも、両
者は通常戦争や限定的核使用といった行動に出ることを躊躇しにくくなる」
との見方を示した 31。
この議論の前提にあったのは、冷戦期の欧州の戦略環境である。当時の西
側の戦略議論では、欧州正面での東側の通常戦力優位が前提とされており、

MADの概念的確立に大きな役割
を果たしたマクナマラ米国防長官
（任期1961～1968年）（UIG／時
事通信フォト）
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NATOは西欧諸国への東側の通常戦力侵攻を抑止するため、そうした行為に
対しては米国が対ソ核報復に訴えるとの威嚇に依拠した。1954年に米アイゼ
ンハワー政権が表明した大量報復戦略は、これを体現したものである。しか
しソ連の核戦力が伸長し、相互脆弱性の状態が色濃くなるにつれ、この威嚇
を履行することは、米国にとって自殺行為になっていく。そこで懸念された
のが、この構図ゆえに、東側の通常戦力侵攻に対する報復核攻撃の威嚇の信
憑性が低下し、NATOと東側の間の通常戦争以下のレベルが不安定化すること、
すなわち東側が西欧諸国への通常戦力侵攻に訴えることであった 32。
この議論は西側の戦略上の懸念を描いたものであるが、戦略的安定の確保
に付随する、理論上のジレンマの表象でもあった。戦略的安定が立脚する相
互脆弱性の状況は、敵対国からの核攻撃、厳密には戦略核攻撃を受けていな
い段階で戦略核兵器の使用に訴えることの合理性を、大幅に低下させる。こ
れは、敵の報復戦力を標的とした奇襲に限らず、あらゆる形の戦略核使用に
当てはまり、通常戦力侵攻に対する相手国本土への核報復も含まれる。そう
した行為は、相手国から同様の報復核攻撃を招き、自殺行為にしかならない

ためである。その結果、紛争のスペクトラムのうち核レベルの抑止手段であ
る（戦略）核兵器は、核未満のレベルに抑止効果を及ぼし得ず、通常戦争レ
ベルを含む核未満のレベルの状況は、いずれの側も核兵器を保有しない状態
に限りなく近くなる。そこで当事国の間に通常戦力面での不均衡があるならば、
通常戦力で優位の側には、核抑止に制約されることなく、優位を活用した大
規模な通常戦力行使に訴える余地が存在することになる 33。
前述のとおり、冷戦期において、こうしたパラドックスの構図の下で不利
益を被り得る側に置かれていたのは、通常戦力で劣る西側である。それゆえ
当時の西側では、パラドックスに沿った東側の現状変更の懸念に対する認識
と対応が、大きな論争の的になった。通常戦争レベルでの東側の現状変更リ
スクを重く見る論者らは、それに対する抑止の強化を提唱した。グレーザーは、
この種の議論を2つの系譜に整理している 34。1つは、損害限定学派（damage 

limitation school）と呼ばれる立場である。これは、対兵力打撃を軸とした先
制核攻撃と迎撃システムを組み合わせた損害限定能力の獲得により、相互脆
弱性を克服することで、大規模通常侵攻に対する核報復の威嚇の信憑性を回
復させることを追求するものであった。もう1つは、相互脆弱性の状況を受け
入れたうえで、幅広い限定核使用のオプションにより、全面核戦争へのエス
カレーションを回避しつつ限定的な核戦争を遂行できる態勢を整えることで、
対通常戦力での核抑止の有効性を担保しようとする立場であり、軍事的拒否
学派（military denial school）と呼ばれた。
これら2つの立場は、相互脆弱性に対するスタンスは相反するが、合理的
な形で核兵器を使用し得る態勢を整えることで、核未満のレベルでの現状変
更行動に対する核兵器の抑止効果を回復しようとする点で共通している。そ
してこれらの主張、特に損害限定学派の議論は、戦略的安定と衝突する要素
をはらんでいた。損害限定学派のアプローチは、戦略的安定の基盤である相
互脆弱性からの脱却を志向するものであり、仮にそれが達成できた場合には、
戦略的安定の中核としての第一撃に係る安定が損なわれかねないためであった。
他方、パラドックスに関する認識と対応の面で、グレーザーがこれら2つの

議論と対置する、懲罰的報復学派（punitive retaliation school）の議論もあった。

図1　スナイダーの提示したパラドックスの作用

核レベル

通常戦争レベル

通常戦力で劣位の現状維持側：
通常戦争レベルでの現状変更に対し、
核エスカレーションで報復できず

通常戦力で優位の現状打破側：
劣位の側による核レベルへのエスカ
レーションを恐れず、通常戦争レベル
で現状変更可能

核 兵 器 の 抑 止 効 果

（出所）Snyder, "The Balance of Power and the Balance of Terror” の議論を基に執筆者作成。
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この議論は、戦略的安定の基盤となる相互脆弱性を受け入れたうえで、パラドッ
クスに沿った核未満のレベルでの現状変更行動を抑止するための、合理的に
行使し得る核使用オプションは不要だとする。その前提にあるのは、全面核
戦争に至るわずかなリスクでさえも大きな抑止効果を持つために、相互脆弱
性の下でも、ワルシャワ条約機構の通常戦力での対西欧侵攻は十分抑止され
るとの認識であった。
安定－不安定のパラドックスに沿った核未満のレベルでの現状変更行動リ

スクへの認識と、それへの対応の在り方をめぐる議論は、冷戦期の西側にお
いて、完全に決着することはなかった。懲罰的報復学派の議論は、戦略的安
定の確立を目的とする核軍備管理の追求を支えた。一方で、損害限定学派や
軍事的拒否学派の議論も、そこで提唱されたさまざまな核使用オプションが
米国・NATOの核戦略に反映されるなど、影響力を持ち続けたのである 35。

（3）冷戦期における理論と現実
以上のような形で発展した、戦略的安定と安定－不安定のパラドックスの
概念は、現在に至るまで繰り返し参照されてきた。ただ、今日から振り返っ
て見るとき、冷戦期におけるパラドックスの議論には、いくつかの留保が付
けられる必要があろう。
まず、冷戦期の西側の強い懸念にもかかわらず、西側が最も憂慮した形で
のパラドックスの表象は、現実には起きなかった。スナイダーが、当時の「戦
略言説の中でしばしば指摘される点」として提示したパラドックスの作用は、
相互脆弱性の下で、戦略核攻撃未満の侵略行為に対して戦略核使用で報復す
るという威嚇の信憑性が損なわれ、通常戦力で勝る側が核報復を恐れずに大
規模な通常戦力を行使することが可能になるというものである 36。こうしたパ
ラドックスの発現として懸念された、東側による西欧に対する大規模な通常
戦力侵攻は、現実化しなかった 37。
なぜ東側が、懸念された西欧への通常戦力侵攻に訴えなかったのかは、そ

もそものソ連の現状変更意図の有無も含めて、依然論争の的であり、断定は
難しい。ただここで注目すべきは、東側の対西欧侵攻を抑止するうえで、相

互脆弱性の下でも戦略核戦力が一定の役割を果たしているとの理解が、当時
の米国では程度の差はあれ広く共有されていたことである 38。
前述のとおり、スナイダーが定式化した安定－不安定のパラドックスの想
定では、相互脆弱性の状況は、戦略的安定、すなわち核レベルでの抑止関係
の安定化をもたらす一方で、通常戦争以下のレベルの侵略行為を抑止するう
えでの核報復の威嚇の有効性を損なわせるはずである。しかし上述の認識が
示唆するのは、現実には、相互脆弱性の構図にある核レベルの抑止関係がも
たらす抑止効果が核未満のレベルにも及び、大規模通常戦争を筆頭に通常戦
争レベルの行動の一部までもが抑制されることがあり得る、という点である。
他方で、パラドックスに沿った東側の西欧侵攻は起きなかったものの、少

なからずその懸念が背景となって、米ソ双方による、戦略的安定の確保と相
反するような施策が促されたことにも留意する必要があろう。冷戦期の米ソ
はいずれも、完全に相互脆弱性を受け入れたわけではなかった。すでに触れ
たように、戦略的安定の追求が掲げられるようになった後も、米国はパラドッ
クスへの懸念から、合理的に核兵器を使用し得る態勢を希求した。その焦点
となったのは、損害限定のための対兵力打撃能力と、限定核使用オプション
である 39。一方ソ連は、こうした米国の動きを核の第一撃の準備だと見たし、
かつソ連自身、相互脆弱性を望ましいものとはとらえず、ソ連の軍事戦略上、
抑止は核戦争に勝利できる能力に立脚するものであり続けた 40。結果ソ連は、
米国以上に強力な対兵力打撃能力と戦略防衛により、戦争が発生した場合の
損害を限定することを追求したのである 41。
米ソ双方が膨大な核弾頭を保有するようになっていた中で、双方の損害限

定能力の追求が、どの程度意味のある形で危機の安定を揺るがし得たのかに
は疑問も残る 42。しかし軍拡競争に係る安定の観点では、そうした動きは明ら
かに問題をはらむものであった。損害限定を追求する米ソ双方の核戦力増強
の方向性は、まさに戦略的な優越を追求したものであり、軍拡競争のスパイ
ラルを形成していたのである 43。
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2.  今日の文脈における議論 
―核未満のレベルへの影響
冷戦期の議論を踏まえたうえで、本稿が主題とする、今日の核保有国間対
立の文脈における戦略的安定のインプリケーションへと移る。まず本節では、
この点に関する代表的なテーゼとしての安定－不安定のパラドックスを取り
上げ、それが今日の文脈において、どのように作用することが予期されるの
かを論じる。

（1）印パ間における安定－不安定のパラドックス
今日、さまざまな核保有国間対立の文脈において、安定－不安定のパラドッ

クスが盛んに援用されていることは、導入で触れたとおりである。直近では、
2022年のウクライナ戦争開始以降、NATOとロシアの文脈でこれを参照する
向きが目立つが 44、米韓と北朝鮮や米国と中国、さらには仮に核保有した場合
のイランと米国およびその中東の同盟国など、幅広い対立の文脈で援用され
てきた。そして、この種の議論は原典として、冷戦期にパラドックスのテー
ゼを提示したスナイダーの議論を参照することが多い 45。
とはいえ、安全保障をめぐる議論一般の中で、安定－不安定のパラドック
スという現象への関心が、冷戦期から今日まで継続して高いままであってき
たわけではない。少なくとも冷戦終結から2000年代半ばにかけては、大国間
関係における核抑止への関心自体が高くなかったこともあり、パラドックスの
概念も、現在のように広く言及される状況にはなかった。
そうした中で唯一、安定－不安定のパラドックスを援用した議論が盛んに
行われたのが、冷戦終結後、米ソ関係を離れた核保有国間対立の先駆的ケー
スと見られた、印パ対立の文脈であった。印パ両国は、1980年代末までには
いずれも事実上の核保有に至ったとみられ、1998年には相次いで核実験を行い、
核兵器の保有を公にした。核抑止関係が成立して以降の印パ間では、通常戦
争こそ発生しないものの、エスカレーション・ラダーの低いレベルでの暴力
が続き、とりわけパキスタンによるインド国内の反乱・テロ支援や準軍事部

隊を用いた現状変更の試みの深刻化が指摘された。
この状況を踏まえ、相互核抑止の成立と、紛争のスペクトラムの低次のレ
ベルでの暴力の併存をとらえられるものとして援用されたのが、安定－不安
定のパラドックスであった。1995年のガングリーの指摘を皮切りに 46、2000年
代にかけて、核保有以降の印パ対立の軍事的状況をパラドックスによって説
明する研究が多数提起された 47。
こうした議論においてパラドックスの表象と位置付けられたのは、通常戦
力で劣るパキスタンが、優位のインドの通常戦力行使を核兵器で抑止しつつ、
エスカレーション・ラダーの通常戦争よりも低いレベルで、現状変更行動を
深刻化させていることであった 48。安定－不安定のパラドックスを援用した今
日の議論では、対米韓での北朝鮮や対NATOでのロシアの例に見られるように、
通常戦力で劣位の国家が核抑止力を盾に現状変更を試みる構図がイメージさ
れがちであるが 49、その原型はここに見出すことができる。冷戦期のソ連は西
側に対して優位にあり、対通常戦力抑止に核兵器を活用する必要はなかった。
しかし、印パの文脈でのパラドックス研究における1つの到達点となったカ
プールの議論は、上記のイメージが、スナイダーが提示した冷戦期のパラドッ
クスの論理では説明できないことを指摘した。カプールは、当時、研究者ら
の間に、パラドックスが核保有以降の印パ関係を不安定化させたとの共通理
解があるにもかかわらず、その不安定化が引き起こされるメカニズムが説明
されていない点を問題視した 50。そのうえで、冷戦期と今日の印パ間では、パ
ラドックスを生起させる安定／不安定の構図が「逆転している」と主張し
た 51。
すなわち、冷戦期のパラドックスの議論が提示するように、相互脆弱性の
下で核レベルの抑止関係が安定し、通常戦争からの核エスカレーションが生
じる可能性が小さくなることは、優勢なインドの通常戦力行使を抑止するう
えでのパキスタンの核抑止力の有効性が削がれることを意味する。このとき、
パキスタンが低強度の暴力（lower-level violence）に従事すれば、インドは躊
躇なく事態を通常戦争にエスカレートさせて反撃できるため、パキスタンは
そうした行為を自制するはずである。そうではなく、パキスタンによるこの種
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の行動が促されるためには、スナイダーのパラドックスの想定とは逆に、大
規模な通常戦争が生じた場合には核戦争へと発展する深刻な可能性が存在す
ることが前提になる。そうした構図があって初めて、通常戦力で劣るパキス
タンは、インドは事態を大規模通常戦争に発展させるような深刻な通常戦力
での反撃に訴えることはないという期待の下で、エスカレーション・ラダー
の低いレベルでの現状変更行動に従事することが可能になる 52。これがカプー
ルの提起した、通常戦力で劣位のパキスタンによる現状変更行動が促進され
るパラドックスの作用であった。

（2）劣位の現状打破国とパラドックス
実際のところ、こうした理論的精緻化の試みにもかかわらず、印パ対立の
文脈で安定－不安定のパラドックスを用いる議論に関しては、その後もこのテー
ゼに関する概念的な曖昧さや、統一的な定義の不在が指摘され続けてきた 53。
加えて、実証的な観点から、核保有以前から続く慣行としてのパキスタンの
現状変更行動が、どこまでパラドックスの表象としてとらえられるものなの
かを疑問視する向きもある 54。しかし、今日の核保有国間対立一般において、
戦略的安定がもたらし得る負の影響としてのパラドックスの作用を考えるう
えでは、印パの文脈でなされてきた理論上の整理は、議論の出発点となり得る。
カプールの整理に基づくならば、冷戦期にスナイダーが提起した安定－不
安定のパラドックスの作用は通常戦力で優位の現状打破国を利するもの、印
パ対立における作用は通常戦力で劣位の現状打破国を利するものということ
になる 55。そして、直近の米中関係を除けば、印パ対立を含め、安定－不安定
のパラドックスが指摘される今日の核保有国間対立にはいずれも 56、対立の相
手国・陣営に対して通常戦力で明確な劣位にある現状打破国が存在してきた。
この点を踏まえ、後者のパラドックスにおいて、戦略的安定の基盤としての
相互脆弱性が核未満のレベルを不安定化させる作用について、より子細に検
討したい。
この形でのパラドックスの議論における「不安定化」の作用は、相互脆弱
性の下で、現状打破を志向する側が核エスカレーションのリスクをてこに、

図2　印パ対立におけるパラドックスの作用

（注） カプールの議論では、核レベル／全面通常戦争レベル／限定通常戦争レベルとの呼称だが、
本章での呼称に寄せて、核レベル／通常戦争レベル／通常戦争未満レベルとして記述。

（出所）Kapur, Dangerous Deterrent の議論を基に執筆者作成。 
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通常戦力で劣位の現状打破側：
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優位の側による通常戦争レベルでの反撃を忌
避、通常戦争未満の現状変更を抑制

核 兵 器 の 抑 止 効 果
①スナイダーの論理の下で予想される印パ間のパラドックスの作用

核レベル

通常戦争レベル

通常戦争未満レベル

通常戦力で劣位の現状打破側：
通常戦争レベルでの反撃に、核エスカレーシ
ョンで報復できる
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ンを恐れて、通常戦争レベルでの反撃を抑制

通常戦力で劣位の現状打破側：
優位の側による通常戦争レベルでの反撃を忌避す
る必要が低下、通常戦争未満の現状変更が促進

核 兵 器 の 抑 止 効 果
②カプールの提示する印パ間のパラドックスの作用
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を取る余地が生まれる。
ただし、現状維持側が現状変更行動への反撃を制約されるとはいっても、

その制約の程度には限度がある。現状打破側も積極的に核戦争を望むわけで
はない以上、この種の「合理的な核エスカレーション」の威嚇をもって、核
未満のレベルでの相手のあらゆる行動を抑止できるわけではない。直観的には、
現状打破側が仕掛ける現状変更行動と同質・同等の反撃行為の抑止は困難で
あろうし、そうした反撃から暴力の応酬になり、通常戦争へと事態が発展す
ることは、通常戦力で劣位にあれば避けたい事態である。
こうした考慮に鑑みれば、劣位の現状打破国にとって安全な現状変更行動
の選択肢は、通常戦争レベルよりもエスカレーション・ラダーの低い通常戦
争未満（sub-conventional）のレベルの行為になると考えられる。例えば、係
争地域の前線での局地的・戦術的な挑発行動や、準軍事組織の活用、非国家
主体を通じた代理戦争などが用いられよう。あるいは、通常戦争レベルの行
為による現状変更でも、通常戦力で優る相手国自身ではなくそのパートナー国、
それも周縁的なパートナーを標的とする形であれば、通常戦争未満の手段に
準ずるものとして位置付けられ得る 58。
そして、安定－不安定のパラドックスの帰結とは、通常戦力で劣位の現状
打破側に、この種の行為による現状変更の頻度や烈度を激化させる余地が生
じる、ということになろう。もちろん、実際にその余地を活用し、現状変更
行動を深刻化させるかは、現状打破国の意思決定次第である 59。だが深刻化さ
せるとすれば、これは文字どおり、相互脆弱性の状態にある核レベルの抑止
関係が、核未満のレベルを不安定化させるものである。それは本章が主眼と
する、相互脆弱性に基づく戦略的安定が核未満のレベルに及ぼす負の影響に
該当する。
印パ対立におけるパキスタンの例に限らず、今日の文脈でパラドックスを
参照した議論が提起してきた懸念、すなわち相互脆弱性の成立によって、通
常戦力で劣位の現状打破国が、今までにない、もしくは従来よりも攻撃的な
行動を取るようになるとの議論は 60、そうしたパラドックスの作用と符合する。
そして、引き続き通常戦力で劣位の現状打破国としての地位にあるパキスタン、

核未満のレベルでの相手国の行動を縛ることで生じる。核未満のレベルにお
いて、現状維持側は核兵器がなければ取り得たはずの軍事的対応を抑制させ
られることになり、現状打破国の側では反撃を恐れる必要が低下し、現状変
更行動を深刻化させる余地が生まれるのである。このとき、核未満のレベル
の紛争構造には、相互脆弱性の構図にある核レベルの抑止関係からの影響を
受けて変化が生じているといえる。
しかし、冷戦期の議論で見たとおり、相互脆弱性は本来、対立の双方の側で、
核未満のレベルでの行動への報復として核兵器を使用することの合理性を大
きく低下させるはずである。それゆえパラドックスを活用する現状打破側は、
そうした相互脆弱性の本来の含意にもかかわらず、現状変更行動に対する相
手国の軍事的対応が何らかの形で核エスカレーションを起こすリスクがある
ということを、現状維持側に深刻にとらえさせる必要がある。このリスクをど
の程度有効に提起できるかによって、パラドックス自体の効果も左右される。
カプールの議論の要である、現状打破国が通常戦力で劣位にあることが意
味を持つのは、この点においてである。厳密にいえば、この形でパラドック
スが作用するうえで、通常戦力面での不均衡は必須ではない。核未満のレベ
ルからのエスカレーションが起きるリスクを提起するためのレバレッジはほか
にもあり得ようし、そもそも核保有国間では、通常戦力バランスがどうあれ、
極めて大規模な通常戦争が生じた場合には、そこから核エスカレーションが
生じる可能性は常に存在する。だが、自身が通常戦力面で明白な劣位にある
ことは、現状打破国にとって、核未満のレベルからのエスカレーションが生
じるリスクを、より容易かつ有効に提起することを可能にする。通常戦争で
国家としての破滅に追い込まれかねないとすれば、そのような事態を惹起す
るような相手国の非核の行動に対して報復核攻撃に訴えることは、相手から
の大規模再報復を招くのが確実であったとしても、合理的になり得るためで
ある 57。そうした「合理的な核エスカレーション」の道程をてこにすることで、
現状打破国はより有効に、核抑止の効力をもって現状維持側の反撃を縛るこ
とが可能になる。そして現状打破側には、反撃を受けるリスクの程度が低下
することに伴い、核兵器がなければ反撃を恐れて取り得なかったような行動
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北朝鮮、ロシアといった国々の存在に加え、現在、核兵器が広く通常戦力面
での劣位を相殺する有力なツールとして見られていることもあり61、通常戦力
で劣位の現状打破国の存在は、すべてのケースに妥当はしないとしても、今
後も今日の核保有国間対立を特徴付ける要素であり続けるものと考えられる。
これらに鑑みれば、劣位の現状打破国による現状変更行動の深刻化を可能に
するパラドックスは、今日の核保有国間対立の文脈で、広く発生し得る現象
として位置付けられよう。

3. 今日の文脈における議論―核レベルへの影響
前節で示したように、今日の核保有国間対立において、パラドックスの作
用を受けて通常戦力で劣位の現状打破国による現状変更行動が深刻化すると
すれば、論理的にはそこから、両当事国はいかなる行動に向かうと予期され
るのか。そして、そこで生じる相互作用は、核レベルの抑止関係の安定に、
どのような含意をもたらすのか。本節では、これらの点に焦点を当てる。

（1）「核の敷居」をめぐる競合と限定核使用のリスク
核レベルの抑止関係における相互脆弱性の構図が、劣位の現状打破国を利

するうえでの前提は、核兵器が持つ抑止効果が核未満のレベルの一部にも及び、
現状維持側が、敵の現状変更行動に対して本来取り得たはずの通常戦争レベ
ルでの反撃を制約されることである。しかし、現状打破側も事態が核戦争に
発展することを積極的には望まない以上、核エスカレーションの威嚇によっ
て現状維持側の反撃をすべからく抑止できるわけではない。反撃が制約され
る程度には、常に限界が存在する。
それゆえ、パラドックスの作用を受けた現状変更行動の深刻化に直面する
現状維持国には、通常戦力の行使を単純に放棄するのではなく、劣位の側の
核報復を招かない範囲で、最大限自身の優位をてこにできるような、そうし
た反撃策を模索する誘因が生じると考えられよう。要するにこれは、限定通
常戦争オプションの模索である。具体策としては、そうした反撃を可能にす

るためのドクトリンや戦術の追求と能力の獲得に加え、核エスカレーション
を引き起こすことなしにこの種の軍事力行使が可能との認識をシグナルする
ことなどが含まれる 62。こうした動きはいわば、劣位の側の「核の敷居」の限
界をテストする、あるいは押し上げようとする試みである 63。
一方、現状維持側がそうした動きを見せるならば、核未満のレベルに核兵
器の抑止効果が及ぶ状況から恩恵を受ける立場にある劣位の現状打破国は、
自身の「核の敷居」の水準が押し上げられることを防ぐか、あるいはそれを
引き下げるような施策に向かうことが予期される。もちろん、ただ単に相手
側の限定的な通常戦力行使に対する核報復を威嚇しても、信憑性は限られる。
そこで有力な選択肢となるのは、事態をただちに全面核戦争に発展させるリ
スクが相対的に小さい、限定的な核使用オプションを可能にする手段として
非戦略核兵器を導入することで、そうした威嚇に信憑性を伴わせる、言い換
えれば核使用の敷居の低下をシグナルすることである。いわゆる戦術核兵器は、
この典型といえる。
これら双方の動きは、相まって、核兵器が実際に使用されるリスクを高める。
通常戦力で劣位の側による非戦略核兵器の導入は、優位の側による通常戦力
行使のハードルを引き上げはするが、そのために、いざ通常戦争が生じた場
合にはより確実かつより早い段階で、核兵器が使用される態勢を作るものに
ほかならない。同時に、優位の側が核報復を招かずに行使できる最大限の反
撃策を追求することは、劣位の現状打破国によるエスカレーション・ラダー
の低いレベルでの現状変更行動が、通常戦争に発展する可能性を高める。そ
の反撃は、相手の核使用を招かないように調整されるものではあるが、劣位
の側が自身の「核の敷居」に関するイメージを操作しようとする中で、優位
の側が相手のレッドラインを読み違え、早期核使用がトリガーされるリスク
は常に存在する。そのリスクは、通常戦力での反撃がなされる可能性が拡大
すれば、比例的かはともかく増大するのである。
加えて、こうした双方の動きは、安全保障のジレンマを構成する。通常戦

力で優る現状維持側が、相手の核報復を招くことなしに行使できる最大限の
反撃オプションを追求する場合、その目的は、パラドックスを利用する形で
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生じる、現状打破側の現状変更行動を抑止することにある。ところが、現状
打破国が通常戦力で劣位にあるがゆえに、優位の側の反撃オプション希求は、
現状変更行動に従事するうえでの現状打破国の損得計算に影響するだけでなく、
現状打破国自身の脆弱性を刺激する。これを受けて、劣位の現状打破国が対
通常戦力抑止を強化する意図から、「核の敷居」の低下を示すような行動を取
る場合、たとえそこに、パラドックスに沿った現状変更行動を強化するため
という意図が伴っていなかったとしても、現状維持側には現状変更行動の強
化のためと受け取られ得る。これは典型的な安全保障のジレンマであり、両
当事国がこの種の競合から抜け出すことを、なおさら難しくするものといえる。

（2）戦略的安定への含意
現状維持側・打破側双方による限定的なオプション追求の動きに由来する
核使用リスクの増大は、第一義的には、非戦略核兵器の使用に関するもので
ある。ゆえにそれは、基本的には核レベルの中でも戦略核戦力に係る抑止関
係の状態としての戦略的安定の問題に、直結するとは限らない。スナイダー
がかつてパラドックスに関する議論の中で示唆したように 64、相互脆弱性が確
立された結果、紛争のスペクトラムの核レベルが戦略核レベルと非戦略核レ
ベルに分離され、前者のレベルでは戦略的安定が担保される一方、後者のレ
ベルでは非戦略核兵器を用いた限定的な核使用が行われるといった状況も、
想定できないわけではない。
しかし、たとえ非戦略核兵器の使用そのものは戦略的安定の問題ではない
との前提に立ったとしても、この種の兵器の導入を含む双方の限定的オプショ
ンの追求や、その背景となる、パラドックスに沿った現状変更行動の深刻化は、
戦略的安定に負の影響を及ぼすことが予想できる。そうしたインプリケーショ
ンの経路として、以下の3点を挙げたい。

①軍拡競争に係る安定への影響
第1に、現状維持側・打破側双方が限定的オプションを追求する中で生じる、

軍拡競争に係る安定上の問題がある。戦略的安定の構成要素としての軍拡競

争に係る安定は、危機の安定を補完するものである。それゆえ、軍拡競争に
係る安定に照らして問題になる軍事力の拡張とは、厳密にいえば、戦略核レ
ベルでの相互脆弱性の基盤となる双方の第二撃能力を脅かすもの、例えば対
兵力打撃能力や戦略防衛システムである。しかし冷戦期以来、相互脆弱性を
脅かす見込みのない軍拡競争についても、それが相互の敵対心や恐怖を増幅し、
戦争の可能性を増大させるとして問題視する向きが、少なからず存在してき
た 65。こうした見方に則れば、相互脆弱性に影響を与え得る戦略兵器体系に比
べれば影響は限定的であろうが、戦略核レベル未満で生じる軍拡競争も、政
治的な面でリスクを伴うものになる。
加えて、戦略兵器か非戦略兵器か、また相手国の報復核戦力を脅かすため

の兵器かどうかといった区分は、概念的には明確でも、実際上は曖昧になら
ざるを得ない。当事国間に十分な距離があり、その距離に応じた核戦力の戦
略／非戦略の区分が歴史的に確立されてきた米露間のケースはともかく、そ
の共有された区分が存在せず、当事国が隣接しているような場合は、特にこ
れが問題になる。戦術核兵器をはじめ、限定的な核使用に用いることを意図
した低出力・短射程の兵器が、相手国の第二撃能力をも攻撃できる、といっ
た状況は十分あり得よう。限定的な核使用のための兵器に求められるミサイ
ルの命中精度の高さは、敵核戦力を標的とした対兵力打撃用の兵器に求めら
れる要件でもある。
このとき、そうした非戦略核兵器を獲得することは、当事国にその意図が
なくとも、相手側からは、自身の第二撃能力を脅かすためのものととらえら
れ得る。その場合、危機の安定に係る問題もさることながら、相互脆弱性の
構図を受け入れる意図に関する疑念や不信を相手側に生じさせ、軍拡競争に
係る安定を揺るがすことになる。

②限定核使用オプションと危機の安定
第2に、非戦略核兵器の実使用リスクと戦略的安定の関係に関する問題が
挙げられる。非戦略核兵器が実際に使用されることと戦略的安定の維持との
関係は、とらえにくいものがある。「非戦略」という区分ではあっても、それ
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が核兵器の使用を構成する以上、そこからのエスカレーションによって戦略
的安定が防ごうとする戦略核戦争の発生可能性を高めるものと考えられる一
方で、前述のスナイダーの整理のように、非戦略核兵器の使用を、強固な戦
略的安定の下で可能になるものと位置付ける議論もある。
この点は、非戦略核兵器が担う役割に関する問いと密接に関連している。
相互脆弱性の下で戦略核兵器とは別に非戦略核兵器が存在する意義は、自身
も相手も全面核戦争を望まない中で、全面核戦争の手段としての戦略核兵器
の使用と明確に識別可能で、かつ相手に戦略核使用へのエスカレーションをもっ
て応じる気を起こさせないような、相対的にインパクトが抑制された限定核
使用を可能にすることにある。ただ、その具体的な活用の様態は、前提とし
ていかなる核エスカレーション観を取るかによって、大きく2つのアプローチ
に分けられる 66。

1つは、全面核戦争へのエスカレーションが生じる可能性が極限されている
ことを前提に、限定核使用オプションを、敵対国に「痛み」を与えるツール
として行使し、さらなる被害の累積を忌避した相手国を引き下がらせるもの
である。このアプローチが成立するには、紛争のスペクトラムのうち戦略核
レベルと非戦略核レベルの間のエスカレーションが厳格に遮断されている必
要があり、それには相互脆弱性に基づき戦略核レベルでの強固な戦略的安定
が成立していることが必要になる。なお、通常戦争の過程で、純軍事的な便
益を狙って戦術核兵器を使用し、通常戦力での劣位を相殺するようなアプロー
チも、全面核戦争のリスクが抑制されていることを前提とする点で、これに
準ずるものといえる 67。これらのアプローチは、いわば限定核戦争の遂行・勝
利を追求するもので、抑止の面ではそれが可能な態勢を整えることで抑止力
として機能する。
しかしこのアプローチには、そもそも核戦争がいったん開始された後のエ
スカレーションの限定が可能なのかという問題があるだけでなく、強固な戦
略的安定を担保する戦略核戦力と併せて、幅広い標的を念頭に置いた広範な
限定核使用を可能にするための、相当規模の非戦略核兵器を要するという問
題がある 68。後者はとりわけ、リソースを十分持たない新興の核保有国にとっ

て大きな課題になる。
これに対し、能力面での要請がより小さいのがもう1つのアプローチであ
る 69。これは限定核使用オプションを、制御不能な形で全面核戦争への爆発的
なエスカレーションが起きるリスクを提起・操作する手段として用いる。この
アプローチは、核戦争のエスカレーションに関して第1のアプローチと真逆の
前提に依拠する。つまり、限定核使用によるものであろうと、いったん核戦
争が始まれば、誰も望まずとも、全面核戦争へのコントロール不能なエスカレー
ションが起きる深刻な可能性が常に存在することが必要になる。この前提の
下で、非戦略核兵器は、即座に全面核戦争を招く戦略核兵器と比べれば使用
のハードルが低く、しかし核兵器であるがゆえにその使用が全面核戦争への
エスカレーションのリスクを増大させるものとして存在することで、抑止を担
保する。仮に抑止が破れた場合には、その使用によって、事態が全面核戦争
に至るリスクを操作し、リスクを嫌った相手国を引き下がらせる手段となる 70。
ただ、このアプローチは危機の安定との相性が悪い。いずれの側も望まず

とも全面核戦争へのエスカレーションが起きる可能性をてこにするといっても、
非戦略核兵器それ自体の使用のインパクトは限定的である。ゆえに、その使
用に続く一連の事態のどこかで、相互脆弱性の状況にもかかわらず戦略核攻
撃に訴えるという意思決定をいずれかの側が行い、全面核戦争に発展する蓋
然性が必要になる。そして、危機の安定の下で抑制される、敵対国による第
一撃への恐怖から来る拙速な先制核攻撃への圧力は、唯一ではないとしても、
いずれの側も望まない全面核戦争へのエスカレーションの深刻なリスクを生
じさせる、主要な要因なのである 71。
能力面での必要に鑑みれば、今日の核保有国間対立における現状打破国が、

非戦略核兵器の役割に関して、後者のアプローチを採用することは大いにあ
り得よう72。しかしその場合、当該国は意図的な選択として、危機の安定が確
立された状態を避けることが考えられる。これは直接的に、戦略的安定に係
る問題を生じさせることになる。
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③損害限定への傾倒
第3に、安定－不安定のパラドックスに沿った現状変更行動の深刻化は、

一定の条件下で、これに直面する現状維持国の側に、戦略核レベルでの損害
限定能力の追求を促すことが考えられる。これは、危機の安定に係る問題を
惹起する。
そうした施策が追求されるとすれば、その意図するところは、冷戦期の西
側の議論において損害限定学派が掲げたのと同じもの、すなわちパラドック
スの前提を解消することにある。当時懸念されたパラドックスと、今日の核
保有国間対立で生じるパラドックスでは、想定される帰結は異なるものの、
いずれも相互脆弱性の下で生じる点は共通である。それゆえ理論上は、損害
限定能力の獲得により相互脆弱性の状況を脱却し、パラドックスを克服する
という手法は、今日の文脈においても妥当性を持ち得る。
もちろん、冷戦期のように、パラドックスの表象として核未満のレベルの
ハイエンドでの現状変更行動が懸念される構図と比較すると、今日のパラドッ
クスの下で生じるであろう通常戦争未満のレベルでの現状変更行動は、紛争
のスペクトラム上で核レベルからの距離が遠い。ゆえにこの種のパラドック
スを、戦略核レベルでの相互脆弱性の脱却によって解消するという選択肢は、
今日の文脈での現状維持国にとって、冷戦期ほど優先順位が高くはならない
とも考えられる。だが同時に、今日の核保有国間対立では、当事国間の第二
撃能力の水準に大きな格差があり相互脆弱性の基盤が弱いために、少なくと
も一方が有効な損害限定能力を達成することに一定の現実味が伴う例が散見
される 73。それゆえ、パラドックスに沿った現状変更行動に直面する現状維持
側が、そうした損害限定能力を達成できる見込みがあると考える場合、損害
限定能力の達成によってこの状況を打破する誘因が生じ得る。
ところが、そうした条件の下で、核・通常戦力両面で優位の側が損害限定
能力を明確に追求するならば、これは第一撃に係る安定の面で、冷戦期以上
に深刻な問題を惹起する。損害限定能力の達成に冷戦期よりも現実味がある
ということは、対立の相手国にとって、緊張が高まった際の第一撃の脅威を
より強く意識せざるを得ないことを意味するためである。結果として、警報

即発射の採用を含め、危機の際に即座に核戦力を発射できるような態勢への
傾倒が促されるとの指摘がなされている 74。

4. 安定－不安定のパラドックスに係る試論
以上が本章の主眼とする、今日の核保有国間対立の文脈で戦略的安定が持

ち得る負のインプリケーションに関する議論である。この内容を踏まえ、最
後に本節では、焦点を再び安定－不安定のパラドックスに戻し、2つの試論を
提起したい。1つは、安定－不安定のパラドックスの下での現状変更行動の限
界と抑制の可能性、もう1つは、今日の文脈で現状打破国が通常戦力面で優
位にある場合の、パラドックスの作用に関する議論である。

（1）パラドックスの限界と抑制
ここまでの議論から、今日の核保有国間対立において、相互脆弱性に基づ

く戦略的安定が、対立関係の総体的な安定に負の影響を及ぼし得ることは否
定し難い。そして、一連の負の影響が発生するうえで、その起点として安定
－不安定のパラドックスが重要な位置付けを占める。これらを鑑みたとき浮
上する関心は、パラドックスの下で現状打破国が取り得る現状変更行動の限
界はどこにあるのか、そして現状維持側には、核レベルの抑止関係への負の
影響を生じさせることなく、現状変更を抑制させる術はあるのか、といった
点であろう。
パラドックスの下で、通常戦力で劣位の現状打破国が取り得る現状変更行
動の形態が、通常戦争未満のレベルの行為か、それに準ずるもの、例えば通
常戦力で優る相手国自身ではなく、その周縁的なパートナーを標的とした通
常戦争レベルのものになると考えられることは、第2節で論じた。その際理由
として、現状変更に対する現状維持側の反撃は、制約されるとはいっても全
く不可能ではないために、現状打破側が、相手の反撃から通常戦争へと発展
するリスクを管理する必要性を意識せざるを得ないことを挙げた。
より厳密には、現状変更行動の性質に関してこうした制限が生じると考え
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られる根拠は、シェリングが提示した、限定戦争を暗黙のバーゲニングの一
種としてとらえる議論に求められる。一般に、対立する国家間で戦争の限定
が成功するには、まずはその限定の水準に関する共通理解が成立しなければ
ならない。ただし、この共通理解が暗黙の形で「交渉」されるものであるが
ゆえに、限定の水準は、「相互に認識可能な落としどころ（mutually 

identi�able resting place）」に立脚する必要がある。だが、質的に同一のスペ
クトラム上の特定の点は、この条件を満たさず、相互の期待がそこに収斂す
ることが難しい 75。この論理に基づけば、現状変更行動に対する現状維持側の
反撃から暴力の応酬が生じてエスカレートし、事態が通常戦争レベルに発展
すれば、それと程度の差しかない大規模通常戦争へのエスカレーションを制
御することは、極めて難しいといえる。だからこそ、大規模通常戦争を忌避
する劣位の現状打破国にとっての安全策は、自身の現状変更行動に対して相
手が同質・同等の形で反撃し応酬になったとしても、そこで生起する事態が
通常戦争とは質的に異なるものにとどまるような、そうした性質の行為による
現状変更を行うことになる。
劣位の現状打破国による現状変更の形態として、本稿が通常戦争未満のレ

ベルの行為と形容する、通常戦争レベルの行為と質的に異なるものが選好さ
れると考えられるのは、このような理論的根拠に基づく。そうした行為として
想起されやすいのは、準軍事組織や非国家主体を用いるものであろうが、当
事国間の通常戦争レベルの行為との質的な差異という条件が満たされる行為
でありさえすればよい 76。また、パラドックスの帰結を受けた現状変更行動の
深刻化とは、そうした性質の行為の烈度や頻度の激化であって、通常戦争レ
ベルの行為への移行は選ばれにくいと考えられる。そしてパラドックスの作
用の下で、現状打破国が実際に現状変更行動の烈度や頻度を激化させられる
かは、通常戦争レベルの行為と質的に異なる現状変更行動の手段の利用可能
性に、強く影響を受けるものと予想される。
これらの点は、パラドックスに沿った現状変更行動の抑止可能性を考える

うえでも注目に値する。通常戦争レベルの衝突に陥ることを忌避するがゆえに、
劣位の現状打破国は、現状維持側から通常戦争未満のレベルでの反撃によっ

て大きなコストを負わされたとしても、自ら主導的に事態を通常戦争レベル
にエスカレートさせ、その先にある核戦争のリスクをちらつかせることで反撃
を抑制させるような瀬戸際政策は取りづらい 77。だとすれば現状維持側が、通
常戦争未満のレベルでの反撃によって十分なコストを賦課できるとき、現状
打破国による現状変更行動が、パラドックスに沿った深刻化も含め抑制され
ることが期待できる。
ただしこうした抑止の成否は、慎重に評価される必要がある。通常戦争な

どと異なり、エスカレーション・ラダーの低いレベルの行為は、実施に当たっ
てのコストやハードルがそもそも低く、発生が100%抑止されることは期待し
難い。通常戦争未満のレベルの行為に対する抑止の成否は、抑止対象となる
行為が全く生じなくなるか否かではなく、その烈度や頻度の低下を指標とす
べきとの見方がある 78。

（2）優位の現状打破国とパラドックス
ここまで本章は、今日の核保有国間対立の文脈で広く見られるであろう安
定－不安定のパラドックスとして、通常戦力で劣る現状打破国が受益する形
の作用を念頭に置いてきた。しかし、恐らく例外的な位置付けにはなるものの、
現状打破国が通常戦力で優位にある状況でのパラドックスの作用に目を向け
る必要性が、ここ数年で浮上しつつある。現代の核保有国間対立の中で、こ
れに該当し得るのは米中関係であり、現状打破国としての中国の核戦力およ
び通常戦力の拡充が今後さらに進めば、優位の現状打破国とパラドックスの
関係性がこの対立関係において重要な意味を持つものと予想される。
第1節で見たように、冷戦期にスナイダーが提起したパラドックスの議論は、
相互脆弱性の構図が、通常戦力で優位の現状打破側であるソ連・東側を利す
るものであった。すなわち、冷戦期の西側の議論では、パラドックスの帰結
として、対通常戦力面での西側の核抑止力の有効性が損なわれ、東側による
大規模な通常戦力行使を伴う現状変更行動が生じる可能性が意識されていた。
同様の帰結が今日の文脈でも引き起こされ得るならば、現状維持側にとって
は大きな懸念材料となる 79。
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ただ、こうした通常戦力で優位の側を利するパラドックスの作用は、米ソ
の文脈を離れてその援用を考えるとき、若干の留保が必要である。この種の
パラドックスの作用は、通常戦力で劣位の現状打破国を利する形のパラドッ
クスとは異なり、相互脆弱性の状態にある核レベルの抑止関係が、核未満の
レベルを「不安定化させる」効果を生むものではない。スナイダーが定式化
した前者のパラドックスの本質は、「核兵器が存在する以前の状態に近づくよ
うな、戦術的な［執筆者注：核未満のレベルの］バランシング・プロセスの
復活」である 80。すなわち、相互脆弱性の下で、双方の核兵器が核未満のレベ
ルに及ぼす抑止効果が厳格に失われ、核未満のレベルの紛争のダイナミクスが、
双方の核抑止の存在から何ら影響を受けずに機能することを許容される。
それゆえ、優位の側が現状打破を志向する対立において、ある時点で相互
脆弱性が成立し、この種のパラドックスが作用するようになったとして、そ
れが優位の側による通常戦争レベルでの重大な現状変更行動を「促進する」
かは、相互脆弱性の成立以前の文脈による。促進するとすれば、相互脆弱性
が成立する前の段階で、現状打破側のそうした行動が、現状維持側の核報復
の威嚇によって抑止されていた場合である。この場合には、相互脆弱性の成
立によって現状維持側の核兵器が核未満のレベルに及ぼしていた抑止力が失
われ、核未満のレベルの紛争に固有のダイナミクスが回復される。結果として、
通常戦力で優位の現状打破国はその優位を行使する余地を取り戻すことになる。
冷戦期の西側で、パラドックスの成立が東側の通常戦力侵攻を「起きやすく
する」ものととらえられたのは、相互脆弱性の成立以前の段階で、西側が東
側の通常侵攻を一方的な核報復の威嚇をもって抑止し得た状態があったから
にほかならない。
さらにいえば、そもそもの問題として、相互脆弱性の下で通常戦力で優る
現状打破国が存在すること自体は、スナイダーが描いたような、優位の現状
打破国を利する形で安定－不安定のパラドックスが作用することを保証する
わけではない。むしろ、たとえ相互脆弱性の下であっても、スナイダーの議
論が想定していたほどに、核レベルの抑止関係が核未満のレベルに及ぼす抑
止効果が抑制され得るのかは、疑問なしとしない。

核レベルの抑止関係が核未満のレベルに及ぼす抑止効果が極限まで抑制さ
れるためには、核未満のレベルでの戦争が核エスカレーションを起こす可能
性が極小化されていることが必要になる。しかし現実的には、核保有国間で
大規模な通常戦争が生じるとき、それが何らかの形で核戦争に発展する可能
性が皆無ということは想定し難い。また、現状打破側の通常戦力優位が大き
くなるほどに、その優位をてこにした現状変更行動が目的を達成できる可能
性は高まるが、それは深刻に追い詰められた劣位の現状維持側が「合理的な」
選択として核使用に訴える可能性を高めることにもなる。このとき、劣位の
現状維持国の核兵器が持つ対通常戦力面での抑止効果は回復され、優位の側
を利する形でパラドックスが作用する前提が損なわれる。そして何より、劣
位の現状維持国は、パラドックスを利用する劣位の現状打破国が通常戦争レ
ベルでの反撃回避のために試みるのと同様に、相手の通常戦力行使に対する「核
の敷居」を引き下げるような施策を取り得るのである。
もちろん、仮に相互脆弱性の下で、最大限の通常戦力行使は抑制せざるを
得ないとしても、優位の現状打破国には、通常戦争レベルでのさまざまな水準・
様態の現状変更行動を取る余地があり得よう81。劣位の現状維持側からすれば、
それでも十分な脅威であることも間違いない。ただ、劣位の現状維持側がこ
の種のパラドックスへの対処を考えるうえでは、パラドックスの下でどの程
度重大な通常戦力での現状変更が可能なのかに関する現状打破側の認識は所
与のものではなく、現状維持側の施策による操作の余地があり得るというこ
とについて、十分意識される必要があろう。

おわりに
本章は、戦略的安定がもたらす負のインプリケーションへの関心から出発

した。そして、今日の核保有国間対立の文脈で、相互脆弱性に基づく戦略的
安定が、対立の核未満のレベルにいかなる影響を及ぼすのか、さらにその帰
結が、核レベルの抑止関係にどのような含意を生むのかを検討した。その結
果として、今日の核保有国間対立においては、相互脆弱性の下で、通常戦力
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で劣る現状打破国の現状変更行動の余地が拡大する安定－不安定のパラドッ
クスの発生が予期されること、さらにこの現象が、対立の当事国をして、核
使用リスクの増大を含意する多様な限定的軍事力行使のオプション追求や、
戦略的安定に悪影響を及ぼすような措置へと向かわせ得ることを指摘した。
これらに鑑みれば、今日の文脈において戦略的安定は、核保有国間の対立関
係全体の安定化との関係で、完全に望ましいものとは言い難いということに
なろう。
冒頭で述べたとおり、こうした本稿の主張は、演繹的に導出された仮説と

しての位置付けにとどまる。それゆえ、実際にこれらが、今日の核保有国間
対立において広く予期されるパターンといえるかは、今後実証的に検討する
必要がある。安定－不安定のパラドックスの効果に関しては、近年、統計的
な手法による定量分析に一定の蓄積が見られるが 82、定性的な手法により、そ
の因果メカニズムまで含めて検証する試みは依然として少ない。本稿の仮説
に関する実証は、そうしたギャップを埋め得るものといえる。
なお、本章の主張は、一般に望ましいものとされてきた、戦略的安定の負
の側面を指摘するものではあるが、だからといって、戦略的安定の追求その
ものが放棄されるべきとしているわけではない。核戦争、とりわけ最も危険
な戦略核戦争を防止するために、危機における先制核攻撃の誘因を抑制する
ことは、今日の文脈でも不可欠である。本章の議論が経験的にも正しいと仮
定するとき、そこから導かれるべき示唆は、戦略的安定に負の含意が伴うこ
とを前提に、核保有国間対立の紛争のスペクトラム全体の安定が担保される
ような条件を模索することの必要性であろう。その中では、本章の試論にお
いて示した、パラドックスの限界と抑制に関する議論が重要な意味を持ち得
ると考えられる。
「第二の核時代」においては、複数の核保有国・核保有国間対立が存在し、
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